
奈良市制限付一般競争入札実施要領                         

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、市が発注する建設工事及び建設工事に係る業務（以下「建設工事等」という。）

の請負契約に係る制限付一般競争入札を適正かつ合理的に行うために必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この要領において「制限付一般競争入札」とは、一般競争入札のうち、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項又は第１６７条の５の２の規定により入札参

加者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）を定めたものをいう。 

（対象工事） 

第３条 制限付一般競争入札に付する建設工事等（以下「対象工事等」という。）は、土木一式工

事、建築一式工事、舗装工事、造園工事、塗装工事、管工事、防水工事、電気工事、解体工事、

測量業務、建築設計業務及び市長が必要と認める建設工事等とする。ただし、緊急性を伴う建設

工事等、専門又は特殊技能を要する建設工事等、その他一般競争入札に適さない建設工事等は、

この限りでない。 

（入札参加資格） 

第４条 市長は、奈良市契約規則（昭和４０年奈良市規則第４３号）第３条第３項各号に規定する

もののほか、対象工事等ごとに次に掲げる入札参加資格を定め、これを公告するものとする。 

(1) 土木一式工事及び建築一式工事は、格付基準表（別表第１）に基づく等級区分に該当する 

こと。 

(2) 測量業務及び建築設計業務は、格付基準表（別表第２）に基づく等級区分に該当すること。 

(3) その他対象工事等を施行するために必要な資格は奈良市建設工事入札参加者等審査会にお  

 いて定めたものに該当すること。 

（入札公告） 

第５条 市長は、制限付一般競争入札を実施しようとするときは、奈良市契約規則第２条に定める

ところにより公告を行うものとする。 

２ 前項に規定する公告を行う日は、原則として月の１日及び１５日とする。ただし、その日が奈

良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第３号）に規定する市の休日（以下「休日」とい

う。）に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日とする。 

（入札参加資格の確認等） 

第６条 制限付一般競争入札に参加しようとする者は、市長に申請して、入札参加資格を有するこ

との確認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、これを審査して入札参加資格の有無を確認し、その結果

を申請者に通知するものとする。 

３ 入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、書面により市長に異議の申出をすることができる。

この場合において、市長は、速やかに異議の申出に対して回答するものとする。 

 （設計図書の閲覧等） 

第７条 対象工事等の設計図書は、制限付一般競争入札に参加しようとする者の閲覧に供し、又は

貸与するものとする。 

２ 設計図書を閲覧に供する方法は、次のとおりとする。 

(1) 閲覧期間 対象工事等に係る第５条第１項の公告の日から入札日の前日まで（休日を除

く。） 

(2) 閲覧方法 奈良市ホームページ 

（特定建設工事共同企業体） 

第８条 特定建設工事共同企業体による制限付一般競争入札については、別途奈良市特定建設工事 



共同企業体取扱要領によるものとする。 

 （郵便入札） 

第９条 郵便入札方式による制限付一般競争入札については、別途奈良市建設工事等郵便入札実施 

要領によるものとする。 

 （電子入札） 

第１０条 電子入札方式による制限付一般競争入札については、別途奈良市電子入札運用基準によ

るものとする。 

 

附 則 

 この要領は、平成１４年１１月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成１６年５月１８日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成１７年４月１４日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成１８年６月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２０年５月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２２年５月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２４年９月３日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和７年２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１（第４条関係） 

              

格付基準表（土木一式工事及び建築一式工事） 

等級 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 

格付

点数

等 

850 点以

上で、技

術者が７

人以上い

る者 

750 点以

上で、技

術者が３

人以上い

る者 

650 点以

上で、技

術者が２

人以上い

る者 

649 点～

600 点の

者 

599 点～

550 点の

者 

549 点以

下の者 

新規の者 

（その他の要件） 

１ Ａ等級及びＢ等級については、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１５

条の規定により特定建設業の許可を受けている者とする。 

２ Ａ等級については資本金額 4,000 万円以上、Ｂ等級については資本金額 2,000

万円以上とする。 

 ３ 奈良市建設工事等入札参加資格審査申請要領により提出された経営規模等評価

結果通知書・総合評定値通知書（以下「通知書」という。）に基づき、Ａ等級につ

いては１級技術者３人以上を含む技術者７人以上とし、Ｂ等級については１級技

術者１人以上を含む技術者３人以上とし、Ｃ等級については１級又は２級技術者

１人以上を含む技術者２人以上とする。 

（格付の特例） 

 １ 通知書の土木一式又は建築一式の完成工事高が 300 万円未満の者は、Ｆ等級に

格付する。 

２ 新規登録者については、Ｇ等級に格付し、格付した年度は入札に参加できない

ものとする。翌年度は、Ｆ等級に格付し、入札に参加できるものとする。 

 ３ 再登録業者については、入札参加資格審査申請書の未提出期間に応じ、次のと

おり格付する。 

  (1) １年及び２年 格付点数に相当する等級 

  (2) ３年以上 Ｇ等級（新規） 

 ４ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合で、  

建設業法第３条の規定による許可を受け、中小企業庁の官公需適格組合の証明を

受けているものについては、事業協同組合に係る総合点数の算定方法等に関する

特例要領の制定について（昭和５０年１１月１０日建設省厚発第４７３号）に基

づき、総評定点を付け、格付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

別表第２（第４条関係） 

 

格付基準表（測量業務） 

等級 Ａ Ｂ Ｃ 

格付点数等 
１３０点以上で、技術者が

２人以上いる者 

Ａ級の格付基準を満たさ

ない者 
新規の者 

（その他の要件） 

Ａ等級については、測量士１人以上を含む技術者２人以上とし、Ｂ等級については、測量士１人以

上とする。 

（格付の特例） 

１ 新規登録者については、Ｃ等級に格付し、格付した年度は入札に参加できないものとする。翌 

年度は、格付点数に相当する等級に格付し、入札に参加できるものとする。 

２ 再登録業者については、入札参加資格審査申請書の未提出期間に応じ、次のとおり格付する。 

 (1) １年及び２年 格付点数に相当する等級 

 (2) ３年以上 Ｃ等級（新規） 

 

格付基準表（建築設計業務） 

等級 Ａ Ｂ Ｃ 

格付点数等 １４０点以上の者 １３９点以下の者 新規の者 

（格付の特例） 

１ 新規登録者については、Ｃ等級に格付し、格付した年度は入札に参加できないものとする。翌 

年度は、格付点数に相当する等級に格付し、入札に参加できるものとする。 

２ 再登録業者については、入札参加資格審査申請書の未提出期間に応じ、次のとおり格付する。 

 (1) １年及び２年 格付点数に相当する等級 

 (2) ３年以上 Ｃ等級（新規） 

 


